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公益財団法人 介護労働安定センター 

 

 



Ⅰ．重要な会計方針

　「公益法人会計基準」(平成20年4月11日　令和2年5月15日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

      満期保有目的の債券 ・ ・ ・ ・ 原価法によっている。

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

    　貯蔵品 ・ ・ ・ ・ 先入先出法の原価法によっている。

３． 固定資産の減価償却の方法

　    車両運搬具 ・ ・ ・ ・定額法によっている。
　    什器備品　 ・ ・ ・ ・ 定額法によっている。
　    ソフトウェア ・ ・ ・ ・ 定額法によっている。

４． 引当金の計上基準

　    賞与引当金 ・ ・ ・ ・ 役職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上し
     ている。

　    退職給付引当金 ・・・役職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において
　   発生していると認められる額を計上している。

　   なお、退職給付債務は、期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

５． リース取引

　　  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、一定金額以下の

　  取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

６． 消費税等の会計処理

　    消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

Ⅱ. 基本財産、特定資産の増減額及びその残高

基本財産、特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 80,000,000 0 0 80,000,000

小計 80,000,000 0 0 80,000,000

特定資産

退職給付引当資産 143,803,200 19,358,600 7,919,900 155,241,900

賃金不払事故補償準備預金 106,996,295 16,150 325,259 106,687,186

小計 250,799,495 19,374,750 8,245,159 261,929,086

330,799,495 19,374,750 8,245,159 341,929,086

財務諸表に対する注記

科目

合計



Ⅲ. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

（うち指定正味財産 （うち一般正味財産 （うち負債に対応する額）

からの充当額） からの充当額）

基本財産

投資有価証券 80,000,000 － (80,000,000) －

小計 80,000,000 － (80,000,000) －

特定資産

退職給付引当資産 155,241,900 － － (155,241,900)

賃金不払事故補償準備預金 106,687,186 － (106,687,186) －

小計 261,929,086 － (106,687,186) (155,241,900)

341,929,086 － (186,687,186) (155,241,900)

Ⅳ. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額（△） 当期末残高

車両運搬具 14,188,434 △ 14,188,422 12

什器備品 268,830,010 △ 211,826,504 57,003,506

283,018,444 △ 226,014,926 57,003,518

Ⅴ. 保証債務等の偶発債務

 該当事項はありません。

Ⅵ. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

時　　　価 評価損益

81,672,000 1,672,000

Ⅶ. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

交付金

0 1,799,553,000 1,799,553,000 0 一般正味財産

Ⅷ. 関連当事者との取引の内容

 該当事項はありません。

Ⅸ. 重要な後発事象

 該当事項はありません。

科目 当期末残高

合計

科目

合計

種類及び銘柄 帳簿価額

 国        債 80,000,000

補助金等の名称 交付者

介護労働者雇用改善
援助事業等交付金

厚生労働大臣



Ⅹ．リース取引関係

（１） 所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 （単位：円）

取得価額相当額
減価償却累計額相当

額（△）
当期末残高相当額

什器備品 940,000 △ 564,016 375,984

② 未経過リース料期末残高相当額 （単位：円）

1年以内 1年超 合計

193,095 215,234 408,329

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額　　（単位：円）

支払利息相当額

14,052

④ 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

⑤ 利息相当額の算定方法は、リース債務の未返済元本残高に一定の利率を乗じて算出し、各期への配分方法については、

利息法によっている。

（2） オペレーティング・リース取引

① 未経過リース料 （単位：円）

1年以内 1年超 合計

車両運搬具 8,705,468 11,010,935 19,716,403

内容

内容

内容

未経過リース料期末残高相当額

支払リース料 減価償却費相当額

201,912 187,992
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